
 
 
 
 
 
 

資料２－① 

 

仮住民票の作成等に

係る流れについて 

 



１Ｑ ２Ｑ

基準日の設定に係る考え方（案）について

仮住民票

平成２４年４月

住民基本台帳

住民票

仮住民票は施
行日において
住民票になる
（附則第４条
第１項）

通知

修正・消除

案１：平成２３年度中に基準日を設定

○ 案２の立場で、基準日の具体的な日程を政令で定めることとしてはどうか。
なお、以下の点に配慮が必要ではないか。
・４月上旬の市町村窓口の繁忙期は避けた方がのぞましいのではないか。

・施行日の直前は避けた方がのぞましいのではないか。

基準日設定の考え方

４Ｑ

H23年度 H24年度

平成２４年１月

仮住民票
通知

修正・消除

住民票

案２：平成２４年度に基準日を設定

年度末の異動時期をまたぐため、作成した仮住民票
の修正が必要な事例が多くなる。
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②一定期間、外登証は
在留カード又は特別永
住者証明書とみなす。

or

住民基本台帳

施行時に既に在留している漢字圏の外国人を想定

登録原票

仮住民票

外国人登
録システム

施行日基準日

住民票

張 玉蓮

①簡体字等について、在留
カード等には記載しない。

张 玉莲 張 玉蓮

张 玉莲 張 玉蓮

④在留カード等の変換ルールに基づ
いて、仮住民票作成時に、正字へ変
換することが望ましいのではないか。

仮住民票作成時における簡体字等から正字への変換について

（外国人登録証明書は簡体字等を記載
→対応する正字を括弧書きする場合もある）

市町村Ａ

③システム対応等の観点から、施行日以後は、
正字のみを取り扱うこととすべきではないか。
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or

住民基本台帳

施行時に既に在留している漢字圏の外国人を想定

登録原票

仮住民票

外国人登
録システム

施行日基準日

住民票

張 玉蓮

③アルファベット併記名が登録されていれば、当該
表記に基づいて、仮住民票のアルファベット氏名の
記載を行うことしてはどうか。

张 玉莲 張 玉蓮

张 玉莲
ZHANG YULIAN

張 玉蓮

仮住民票作成時におけるアルファベット氏名の表記について

（漢字圏の外国人の氏名は、原則として漢字表
記とされている。アルファベット表記はされ
ていない。）

市町村Ａ

住民票

ZHANG YULIAN

張 玉蓮

☆ 現行外国人登録において英字圏の外国人の氏名は、原則
としてアルファベット表記でLast、First、Middleの順序
で登録することとされている。

→ 対応（案）
仮住民票作成に当たっては、原票記載のアルファベット

表記によることとし、在留カード等への切替えに際してア
ルファベット表記の記載順が異なった場合には、当該切替
えに係る法務省からの通知に基づいて、職権修正すること
としてはどうか。

②一定期間、外登証は
在留カード又は特別永
住者証明書とみなす。

①在留カード等
における氏名は
原則としてアル
ファベット表記。
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仮住民票の記載に係るその他個別論点について

通称名は、運用上、住民票の備考に記載する取扱いを予定していることから、
既に外国人登録において通称名が認められている場合、仮住民票作成に当たって
も、仮住民票記載事項通知書に備考として記載するなどして、認めてはどうか。

通称名

ふりがなについては、日本人と同様、住民票の氏名にできるだけ付すことが適
当であることから、外国人登録において英字氏名に対応するカタカナ併記名が記
載されている場合、仮住民票の作成に当たって、ふりがなとして記載してはどう
か。
なお、カタカナ併記名の記載がない場合、仮住民票の作成に当たっては、ふり

がなは記載しないこととしてはどうか。

ふりがな
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仮住民票の作成・修正等の流れ（全体イメージ）

現行制度
における

正確性向上

仮住民票
作成準備

仮住民票
作成

（基準日）

仮住民票
作成

（基準日後）

仮住民票
記載事項

の本人通知

仮住民票の
修正・消除

住民票
への移行

施行日基準日

・居住実態がな
い外国人に係る
登録原票につい
て、積極的に入
管局へ閉鎖照会
を行う。

・在留資格の変
更等のあとの外
国人登録（変更
登録）の周知や、
変更登録に係る
市町村からの報
告の徹底など、
保有情報のかい
離の解消を図る。

・在留資格、在
留期間等につい
て、正確な情報
を入管局から市
町村に提供する。

・当該市町村の
外国人登録原票
に登録されてる
外国人のうち、
施行日において
当該市町村の外
国人住民である
と見込まれるか
否かの判断を行
う。

→入管局から提
供を受けた左記
情報も活用する。

・複数国籍世帯
の記録を確認し、
施行後の世帯主
は誰になるか、
日本人の住民票
の世帯情報を修
正する必要があ
るかを確認する。

・外国人登録原
票に記載されて
いる事項、法務
大臣から情報提
供を受けた事項、
国保等の各種行
政事務に係る事
項に基づき、仮
住民票を作成す
る。

・仮住民票の作
成に関し、左記
情報提供を受け
ていない者に係
る在留資格等に
ついて、必要に
応じて法務大臣
に情報提供を求
める。

・基準日後の入
国による新規登
録、居住地変更
登録等によって、
当該市町村の外
国人住民に該当
すると見込まれ
ることとなった
者について、仮
住民票を作成す
る。

・作成した仮住
民票を本人に通
知する。

→通知が宛所不
明で返送され、
居住実態がない
と判断した場合
は、当該仮住民
票を消除する。

・当該通知につい
ては、世帯ごとに
（１通の封書等で）
郵送しても差し支え
ない。

・仮住民票の記
載事項に変更が
あった場合、又
は誤りがある場
合、当該仮住民
票の記載の修正
を行う。

→外国人登録の
変更登録申請を
受けた上で、仮
住民票を修正す
る。

・死亡、帰化、
転出等により、
当該市町村の外
国人住民と見込
まれなくなった
場合は、仮住民
票の消除を行う。

・仮住民票は住
民票に移行する。

・当該住民票に
は、「外国人住
民となった年月
日」に代えて施
行日を記載する。

・複数国籍世帯
の日本人の住民
票の世帯情報を
修正する。

→備考の「事実
上の世帯主」も
削除する。

・施行日におい
て、入管法第６
１条の８の２に
基づいて住民票
に移行した者に
ついて法務省へ
の通知を行う。
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